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　米国における科学技術政策に関する基本文
書 と し て は、 競 争 力 強 化 法 で あ る ア メ リ カ
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図表 2　主な省・機関の 2016 年度研究開発予算案の額の比率
　大統領予算案における研究開発活動の額は、1,456
億 9,400 万ドルで、前年度の歳出予算法の額に対











2016 Budget Invests in America’s Future: R&D, 
Innovation, and STEM Education）」を手掛かりと
予算額の概略2-1
予算案における重点政策2-22 米国連邦政府の科学技術政策動向-2016年度予算案に示された主要政策




















○ 我々の世界水準の科学と研究への関与の継続 （Continuing our commitment to world-class science and 
research）
米国のイノベーションと経済的競争力に必須である先端的な研究開発を継続させるとし、 以下を挙げている。
・ エネルギー省科学局に 53 億ドル以上、 国立科学財団 （National Science Foundation: NSF） に 77 億ドル
以上、 国立標準技術研究所の研究室に 7 億 5,500 万ドルを配分し、 これら 3 つの基礎研究予算を 2015 年度
より 7 億ドル多い 138 億ドルとする。
【イノベーションの触発】
○ イノベーションへの投資 （Investing in innovation）
革新的な安全保障能力のために資金配分を行うとして、 以下を挙げている。
・ 国防省科学技術プログラムに 123 億ドル、 国防高等研究計画局 （Defense Advanced Research Projects 
Agency: DARPA） に 30 億ドル配分
・ 大統領の地球とその先のイノベーションと科学的発見に向けた構想に沿って航空宇宙局に 185 億ドルを配分
・ 未来の産業におけるイノベーションの投資の一つとして、 多機関の国家ナノテクノロジーイニシアチブに 15
億ドル配分
【医学研究】
○ 米国民の健康の改善 （Improving Americans’ health）
国立衛生研究所 （National Institutes of Health: NIH） における生物医学研究を支援するため、 2015 年
に比べ 10 億ドル増の 313 億ドルを配分するとして以下を挙げている。
・ アルツハイマー、 がんの研究等の増、 及び多機関の BRAIN イニシアチブの NIH 分として 1 億 3,500 万
ドル配分
・ 健康福祉省機関 ・ 国防省 ・ 退役軍人省 ・ 農務省による抗生物質耐性菌対策に 12 億ドル配分
・ 健康福祉省機関 （NIH、 食品医薬局 （Food and Drug Administration: FDA）、 国立医療情報技術調整
官室 （Office of the National Coordinator for Health Information Technology: ONC） により開設され
る個別化医療イニシアチブに 2 億 1,500 万ドル配分
【雇用・製造業】
○ 雇用を強力に創出する米国 （Making America a magnet for jobs）
先進製造技術の開発 ・ 拡大、 小企業の製造業者の新技術導入、 連邦政府研究所から産業への技術移転
のため、 国家先進製造戦略計画の提言に沿った形で行われる直接的な研究開発として NSF、 国防省、 エ
ネルギー省、 商務省他を通し 24 億ドル支出
【エネルギー】
○ 自前のクリーンエネルギーへの投資 （Investing in homegrown clean energy）
クリーンエネルギー技術プログラムに約 74 億ドルを配分するとし、 以下を挙げている。
・ エネルギー効率 ・ 再生可能エネルギー局 （Office of Energy Efficiency and Renewable Energy: EERE）
に 27 億ドル配分





































○ 気候変動への行動を起こす （Taking action on climate change）
政権の気候アクション計画を支援する 13 機関により実施される米国地球変動研究プログラム （U.S. Global 
Change Research Program: USGCRP） に約 27 億ドル配分
【教育・人材育成】
○ 児童生徒学生に科学 ・ 技術 ・ 工学 ・ 数学の技能を備えさせる （Preparing students with STEM skills）
科学 ・ 技術 ・ 工学 ・ 数学教育 5 か年計画に沿う形で、 各省 ・ 機関で調整され行われる事業に 30 億ドル以
上配分するとしている。
【民間部門における研究開発環境】































































































































れている。 なお、 「新ハイテク戦略」 はイ
ノベーション政策に焦点を絞った文書であ
ることから、 基礎研究 ・ 学術研究支援に
関する政策のへの言及は見られない。
「我々の成長のための計画」 の 「3. 科学
基盤への投資」 において幅広い研究支援
等を通した科学研究基盤政策が予算額と





























記の 【基礎研究 ・ 学術研究支援】 を参
照されたい。 なお、 「新ハイテク戦略」 の















「新ハイテク戦略」 の 「1． 価値創造及び
生命 ・ 生活の質に関する優先的な挑戦課




「我々の成長のための計画」 の 「2. 科学
的人材の育成」 において継続 ・ 職業教育
や職業訓練に関する施策が記されている。
























ついては、 「高等教育協約 2020」 を柱と
して諸政策が示されている。 なお、 「新ハ
イテク戦略」 においては、「4． イノベーショ
ンに好適な枠組み」 において、 STEM （科
学 ・ 技術 ・ 工学 ・ 数学） ／ MINT （数学








画」 の 「2. 科学的人材の育成」 において、

















「新ハイテク戦略」 の 「1． 価値創造及び
生命 ・ 生活の質に関する優先的な挑戦課
題」 においては上記の他、 「知的な移動 ・
移転」、 「人の安全」 という挑戦的課題も




順位の決定」 の 「8 つの重要技術」 には、
上記以外の技術についても記されている。
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学技術動向、No. 146、2014 年 9 月、p.24-29：http://hdl.handle.net/11035/2974
13）海外出身の研究開発人材のデータは、例えば以下において報告されている。
　　National Science Board, Science and Engineering Indicators 2014, Chapter 3. Science and Engineering Labor Force, 
2014：http://www.nsf.gov/statistics/seind14/index.cfm/chapter-3/c3h.htm
　　この問題を取り上げた報告書等は複数存在するが、近年刊行されたものには以下ものがある。
　　National Academy of Sciences; National Academy of Engineering; Institute of Medicine, The Arc of the Academic 
Research Career: Issues and Implications for U.S. Science and Engineering Leadership: Summary of a Workshop, 
2014：http://www.nap.edu/catalog.php?record_id=18627
14）Thomson Reuters 社 Web of Science のデータに基づき取りまとめられた例としては、以下の報告書がある。
　　科学技術・学術政策研究所、科学技術指標 2014、2014 年 8 月、p.130：http://hdl.handle.net/11035/2935
　　Elsevier 社 Scopus のデータに基づき取りまとめられた例としては、以下の報告書がある。
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